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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数については、就業人員数を記載している。 

３ 第98期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期

会計期間

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日

売上高 (百万円) 24,880 24,922 24,738 50,169 48,557

経常利益 (百万円) 2,111 1,948 2,770 4,235 3,674

中間(当期)純利益 (百万円) 1,354 875 1,106 2,431 1,444

純資産額 (百万円) 35,815 58,008 61,079 40,297 59,703

総資産額 (百万円) 107,281 110,561 114,949 116,239 116,336

１株当たり純資産額 (円) 1,023.89 1,127.26 1,178.95 1,148.12 1,151.74

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 38.58 24.94 31.52 68.48 41.15

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 38.30 24.87 31.45 68.10 41.04

自己資本比率 (％) 33.4 35.8 36.0 34.7 34.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,851 2,637 1,853 1,210 3,390

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,167 719 △5,728 △4,245 △2,004

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 724 △1,402 △1,325 2,627 △781

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 24,039 23,179 16,627 21,224 21,828

従業員数
[外 平均臨時雇用者数]

(名)
1,459 
[732]

1,457
[757]

1,451
[782]

1,417 
[768]

1,424
[782]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数については、就業人員数を記載している。 

３ 第98期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

  

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期

会計期間

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日

売上高 (百万円) 10,319 10,282 10,363 21,149 20,981

経常利益 (百万円) 679 743 875 1,043 1,177

中間(当期)純利益 (百万円) 961 794 599 1,685 1,096

資本金 (百万円) 1,750 1,786 1,799 1,780 1,790

発行済株式総数 (株) 35,001,000 35,118,000 35,158,000 35,099,000 35,130,000

純資産額 (百万円) 11,507 14,406 14,707 14,925 14,202

総資産額 (百万円) 49,072 49,895 48,370 53,228 49,435

１株当たり純資産額 (円) 328.97 410.49 418.96 424.87 404.89

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 27.61 22.63 17.07 47.63 31.23

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 27.41 22.57 17.03 47.36 31.15

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 8.00 8.00

自己資本比率 (％) 23.4 28.9 30.4 28.0 28.7

従業員数
[外 平均臨時雇用者数]

(名)
439 

[163]
436

[166]
432

[174]
434 

[169]
428

[169]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はない。 

 また、主要な関係会社についても異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の( )内は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員を外数

で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の( )内は臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員を外数で記

載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との関係で特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

繊維事業
247
(32)

医薬品事業 538

機械関連事業
364
(10)

サービス事業
186
(723)

その他の事業
36
(11)

全社
80
(6)

合計
1,451
(782)

従業員数(名)
432
(174)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が高水準を維持するなかで設備投資は増加し、

また個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかながらも拡大を続けてきた。 

 このような環境のなかで、当社グループは、繊維・医薬品・機械関連などの製造事業においては、コ

スト削減や生産の効率化の徹底を図るとともに、新製品の開発、新規販売先の開拓に努めてきた。ま

た、ショッピングセンターやホームセンターなどのサービス事業においては、お客様のニーズにあった

サービスを第一に運営してきた。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は、循環器領域に特化した営業活動を展開してきた医薬品事

業で増収となったものの、消防自動車の需要動向が一段と低迷し、厳しい受注競争下にあった機械関連

事業で減収となり、247億38百万円（前中間連結会計期間比０.７％減）となった。 

 しかしながら、営業利益は医薬品事業での売上高の増加やコストの削減等が寄与し26億42百万円（同

43.４％増）となり、経常利益は営業外損益がほぼ前年並みであったため、27億70百万円（同42.２％

増）となった。 

 中間純利益は、特別損益が減益となったものの、11億６百万円（同26.４％増）となった。 

 事業別の概況は次のとおりである。 

  

(売上高の内訳) 

 
① 繊維事業 

肌着・靴下等の衣料品は、当中間連結会計期間から展開したスクール水着の売上があったものの、

季節商品や主力の紳士・婦人肌着などが苦戦したため、若干の減収となった。 

 一方、機能性繊維では、中国を中心としたアジア向けソルブロン原糸の販売が大きく伸び、増収と

なった。 

 この結果、繊維事業の売上高は38億17百万円（前中間連結会計期間比２.７％増）となったが、営

業利益は円安や原材料価格の上昇等により粗利率が低下し91百万円の損失（前中間連結会計期間は23

百万円の損失）となった。 

② 医薬品事業 

医薬品事業は、昨年４月に薬価の引き下げが実施されたほか、後発医薬品の使用促進が浸透するな

ど、特に薬剤費を中心とした医療費抑制の基調は変わらず、厳しい事業環境下にあった。 

 このような環境のなかで、昨年７月に発売したニトログリセリン注射液、10月に発売した不整脈治

療剤の売上が寄与し、増収となった。 

 この結果、医薬品事業の売上高は91億30百万円（前中間連結会計期間比３.５％増）となり、営業

利益は18億97百万円（同49.５％増）となった。 

③ 機械関連事業 

工業用計器や各種バルブは、プラント向け工業用計器の受注が伸び、増収となった。 

 一方、トラック部品は、排ガス規制に伴う買い替え需要の一巡から国内トラックメーカーの販売落

ち込みにより受注が減少し、消防自動車は、販売価格の高い高所放水車・工作車等の受注が地方自治

体などの予算の削減から減少し、それぞれ減収となった。 

 この結果、機械関連事業の売上高は49億77百万円（同10.７％減）となった。営業利益は、販売価

格の見直しやコスト削減・生産の効率化に取り組んだが、売上高の減少を吸収できず23百万円の損失

（前中間連結会計期間は１億74百万円の損失）となった。 

平成18年６月中間期 平成19年６月中間期 増減

(百万円) (百万円) (百万円) (％)

繊維事業 3,716 3,817 100 2.7

医薬品事業 8,817 9,130 312 3.5

機械関連事業 5,575 4,977 △ 597 △ 10.7

サービス事業 6,578 6,563 △ 15 △ 0.2

その他の事業 234 249 15 6.4

合計 24,922 24,738 △ 183 △ 0.7



④ サービス事業 

ホームセンターの小売事業は、地域特性に合わせたきめ細かい運営に取り組んだが、季節商品の不

振等により、減収となった。 

 ショッピングセンター等の開発事業は、引き続きテナントからの賃貸料値下げ圧力などの厳しい事

業環境下にあったが、昨年９月に開業した商業施設「沼津カタクラパーク」（静岡県沼津市）の賃貸

収入や、さいたま新都心エリア社有地の有効活用等により、増収となった。 

 なお、４月26日をもって複合商業ビル「取手ショッピングプラザ」（茨城県取手市）ならびに同ビ

ル内の「ニューライフカタクラ取手店」の営業を休止した。 

 この結果、サービス事業の売上高は65億63百万円（前中間連結会計期間比０.２％減）となった

が、営業利益は不採算店舗の休止等もあり12億46百万円（同８.０％増）となった。 

⑤ その他の事業 

遺伝子組換タンパク質の生産サービスは、学会出展などの営業活動が奏効し、増収となった。ま

た、訪花昆虫は競合商品との価格競争が激化したが、新規取引先の開拓により、若干の増収となっ

た。 

 この結果、その他の事業の売上高は２億49百万円（同６.４％増）となり、営業利益は79百万円の

損失（前中間連結会計期間は98百万円の損失）となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における「現金及び現金同等物」（以下、「資金」という。）は、166億 27百

万円となり、前連結会計年度末に比べ52億１百万円減少した。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は、18億53百万円となり、前中間連結会計期間に比べ７億84百万円(前中

間連結会計期間比29.７％)の収入減となった。これは主に、売上債権の増加等により運転資金が前中間

連結会計期間に比べ減少したためである。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は、57億28百万円となった(前中間連結会計期間は７億19百万円の収

入)。これは主に、預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金が増加したためでる。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は、13億25百万円となり、前中間連結会計期間に比べ76百万円(前中間連

結会計期間比５.５％)の支出減となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 
当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 金額は販売価格ベースで表示している。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれていない。 
  

(2) 受注状況 
提出会社及び連結子会社は、「機械関連事業」の一部を除き、原則として受注生産ではなく見込生産

である。 
なお、受注生産を行っている「機械関連事業」の受注高及び受注残高は、次のとおりである。 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  
(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。
  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

 
      

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 1,943 97.7

医薬品事業 8,133 107.9

機械関連事業 4,168 95.9

その他の事業 253 108.1

合計 14,498 102.7

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

機械関連事業 2,936 90.0 1,547 110.5

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 3,817 102.7

医薬品事業 9,130 103.5

機械関連事業 4,977 89.3

サービス事業 6,563 99.8

その他の事業 249 106.4

合計 24,738 99.3

相手先

前中間連結会計期間
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日

当中間連結会計期間 
自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

アステラス製薬㈱ 8,737 35.1 8,931 36.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループでは、繊維事業、医薬品事業、機械関連事業及びその他の事業の各領域で、新しい製品・

商品の開発、既存製品・商品の品質の向上、新しい技術の発見等を目的とした研究開発活動を行ってい

る。 

  当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、11億20百万円である。 

 事業の種類別セグメントにおける主な研究開発活動は、次のとおりである。 

(1) 繊維事業 

繊維事業では、インナーウェアで提出会社の衣料品事業部が、機能性繊維で連結子会社の㈱ニチビが

それぞれ研究開発活動を行っている。 

  インナーウェアでは、商品の高機能・高付加価値化を進めるため、素材・編地・加工・カッティング

デザインの開発に取り組んでいる。 

 機能性繊維では、主に断熱材として利用されているアルミナ長繊維、及び主にフィルターの素材とし

て利用されているイオン交換繊維の研究開発を行っている。アルミナ長繊維については、耐熱性を強化

する研究を行っている。イオン交換繊維については、分析用ろ紙等への応用の研究を行っており、試作

品を客先にて評価しながら改良を加え、一部は販売も開始している。 

  当事業に係る研究開発費は、81百万円である。 

(2) 医薬品事業 

医薬品事業を営む連結子会社のトーアエイヨー㈱では、循環器領域を中心とした医療用医薬品に特化

した研究開発を行っている。経皮吸収型製剤(皮膚から有効成分を浸潤させる薬剤)を用いた独自の循環

器製剤、及び後発品を含めた高付加価値製剤を 重要研究テーマとしている。また、他社及び研究機関

との共同開発やライセンス提携を積極的に展開している。 

  当事業に係る研究開発費は、８億95百万円である。 

(3) 機械関連事業 

機械関連事業では、トラック部品で提出会社の機械電子事業部が、消防防災機器で連結子会社の日本

機械工業㈱が研究開発を行っている。 

 トラック部品では、平成18年度から開発を進めていた中型トラック用の天然ガス燃料供給ユニット

が、各種の試験をクリアし、当連結会計期間の７月から納入を開始している。 

 消防防災機器では、石油コンビナート等特別防災区域における消化システム(大容量泡放射システム)

の開発を行っている。 

 当事業に係る研究開発費は、24百万円である。 

(4) その他の事業 

その他の事業では、提出会社の生物科学研究所が研究開発活動を行っている。 

 同研究所では、蚕を用いて各種の研究用タンパク質を生産する際の、生産技術に係わる問題点の改良

研究を行っている。 近の成果としては、タンパク質を生産するタイミングや速度を変えた新技術が完

成し、当連結会計期間の６月から新サービスとして一部使用を開始した。 

  また、同研究所では抗体チップ(ガラス等の基板上に各種の疾患マーカーの検出用抗体を付着させた

もので、病気の診断を行う装置)の開発を行っている。進捗状況は、疾患マーカータンパク質の生産は

ほぼ終了し、これに対する抗体の作製と評価を行っている。 

 当事業に係る研究開発費は、１億18百万円である。 

上記各事業に賦課できない研究開発費は０百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更、完了等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、重

要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。 

  

(2) 重要な設備の新設、除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在発行数には、平成19年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれていない。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 35,158,000 同左

東京証券取引所
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

―

計 35,158,000 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

    旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権のうち当該株式分割または株式併合の時点で行使
されていないものについて、次の算式によりその目的たる株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端
数は切り捨てる。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 
  また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式

数の調整を行うものとする。 
３ 各新株予約権の行使に際して払込を為すべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１

株当たりの払込金額(以下「行使価額」という)に付与株式数を乗じた金額とする。 
なお、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分をする場合(新株予約権の行使による場
合を除く)、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとす
る。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年３月28日)

中間会計期間末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個)   88(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)       88,000(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり625(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年３月28日～
平成21年３月27日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格       625
資本組入額       313

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割り当てを
受けた取締役、監査役、お
よび執行役員は退任後、新
株予約権の割り当てを受け
た従業員は定年または会社
都合による退職後も権利行
使できる。ただし、解任、
懲戒解雇、諭旨解雇、禁固
以上の刑に処せられた者、
競業会社もしくは同業他社
の取締役、監査役または使
用人となった者(当社取締
役会の書面による承諾を事
前に得た場合を除く)は、
新株予約権を行使できな
い。

(2) 新株予約権の割り当てを
受けた者が死亡した場合、
相続人は権利行使すること
ができない。

(3) 割り当てられた新株予約
権個数の全部または一部に
つき行使することができ
る。ただし、一部を行使す
る場合には割り当てられた
新株予約権の整数倍の単位
で行使するものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要
するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数



  前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数
とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前株
価」を「処分前株価」に読み替えるものとする。 

  また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１
円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

   
  また、当社が合併または会社分割を行う場合等において、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものと

する。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  

  該当事項なし。 

  

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割または併合の比率



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 新株予約権の行使による増加である。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 三井物産㈱の所有株式数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式3,600千株(持分

比率10.23％)を含んでいる(株主名簿上の名義は「日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(三井アセット信託

銀行再信託分・三井物産㈱退職給付信託口)」である)。 

２ みずほ信託銀行㈱の所有株式数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式148千株

(持分比率0.42％)を含んでいる(株主名簿上の名義は「資産管理サービス信託銀行㈱ 退職給付信託 みず

ほ信託銀行口」である)。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日 
(注)

28 35,158 8 1,799 8 315

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 4,531 12.88

㈱損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 2,115 6.01

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 1,690 4.80

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 1,690 4.80

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエスジ
ー（常任代理人 ㈱三菱東京UFJ
銀行）

PETERBOROUGH COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB, U.K 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

1,407 4.00

大成建設㈱ 東京都新宿区西新宿一丁目25番１号 1,400 3.98

セーフ ハーバー マスター 
ファンド エルピー（常任代理
人 メルリンチ日本証券㈱）

P.O.BOX 31106, WEST BAY ROAD,CORPORATE
CENTRE,CAYMAN ISLANDS 
(東京都中央区日本橋一丁目4番1号)

1,059 3.01

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,023 2.90

ゴールドマン サックス イン
ターナショナル(常任代理人 ゴ
ールドマン サックス証券㈱ 
東京支店)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K
(東京都港区六本木六丁目10番１号)

1,017 2.89

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 999 2.84

計 ― 16,932 48.16



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式を9,100株(議決権91個)含めて記載し

ている。 

２ 「単元未満株式」の株式数の欄には当社所有の自己株式49株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 株式会社松義は、当社の取引会社で構成される持株会（片倉共栄会 東京都中央区京橋三丁目１番２号）に 

加入しており、同持株会名義で当社株式23,792株を保有している。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
普通株式

54,600
―

権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式

(相互保有株式) 
普通株式

34,700
― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,002,700
350,027 同上

単元未満株式
普通株式

66,000
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 35,158,000 ― ―

総株主の議決権 ― 350,027 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
片倉工業株式会社

東京都中央区京橋 
三丁目１番２号

54,600 ― 54,600 0.15

(相互保有株式) 
株式会社松義

東京都千代田区東神田 
一丁目17番１号 
(加納第２ビル)

11,000 23,700 34,700 0.09

計 ― 65,600 23,700 89,300 0.25



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価については、東京証券取引所市場第１部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

高(円) 1,950 2,250 2,190 2,230 2,295 2,370

低(円) 1,810 1,912 1,980 2,005 2,140 2,155



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。       

 なお、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年

６月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年

６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 24,081 25,521 23,483

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 13,177 15,464 16,849

 ３ 有価証券 9,491 6,683 8,281

 ４ 棚卸資産 6,333 7,127 7,267

 ５ その他 2,959 3,098 3,618

   貸倒引当金 △11 △12 △17

   流動資産合計 56,031 50.7 57,882 50.4 59,482 51.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※２ 21,046 20,028 20,700

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

※２ 1,261 1,122 1,260

  (3) 土地 ※２ 5,979 6,143 5,978

  (4) その他 ※２ 801 933 684

   有形固定資産合計 29,088 28,227 28,623

 ２ 無形固定資産 191 220 213

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 22,954 26,280 25,680

  (2) その他 2,404 2,464 2,444

    貸倒引当金 △110 △125 △109

   投資その他の 
   資産合計

25,249 28,618 28,016

   固定資産合計 54,529 49.3 57,066 49.6 56,853 48.9

   資産合計 110,561 100.0 114,949 100.0 116,336 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※2,5 6,016 7,513 8,769

 ２ 短期借入金 ※２ 3,888 3,942 4,700

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

※２ 399 451 451

 ４ 未払法人税等 735 956 730

 ５ 賞与引当金 361 370 332

 ６ 設備関係支払手形 452 230 277

 ７ その他 ※２ 8,407 8,608 8,601

   流動負債合計 20,261 18.3 22,073 19.2 23,864 20.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 4,903 4,451 4,702

 ２ 繰延税金負債 7,596 8,020 7,937

 ３ 退職給付引当金 3,268 3,100 3,165

 ４ 役員退職慰労引当金 543 536 626

 ５ 土壌汚染処理損失 
   引当金

242 231 238

 ６ 預り保証金・敷金 ※２ 15,587 14,711 15,252

 ７ その他 149 743 844

   固定負債合計 32,291 29.2 31,795 27.7 32,768 28.2

   負債合計 52,552 47.5 53,869 46.9 56,632 48.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,786 1.6 1,799 1.6 1,790 1.5

 ２ 資本剰余金 302 0.3 315 0.3 306 0.3

 ３ 利益剰余金 28,284 25.6 29,677 25.8 28,852 24.8

 ４ 自己株式 △18 △0.0 △73 △0.1 △71 △0.1

   株主資本合計 30,354 27.5 31,718 27.6 30,878 26.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

9,246 9,700 9,572

 ２ 繰延ヘッジ損益 △40 △33 △51

   評価・換算差額等 
   合計

9,206 8.3 9,666 8.4 9,521 8.2

Ⅲ 少数株主持分 18,446 16.7 19,694 17.1 19,304 16.6

   純資産合計 58,008 52.5 61,079 53.1 59,703 51.3

   負債純資産合計 110,561 100.0 114,949 100.0 116,336 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,922 100.0 24,738 100.0 48,557 100.0

Ⅱ 売上原価 16,141 64.8 15,009 60.7 30,624 63.1

   売上総利益 8,781 35.2 9,728 39.3 17,933 36.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 販売諸掛費 697 724 1,490

 ２ 広告宣伝費 539 539 1,126

 ３ 給料手当 2,454 2,511 5,011 

 ４ 退職給付費用 20 67 25

 ５ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

40 48 137

 ６ 減価償却費 73 73 152

 ７ 旅費交通費 412 433 870

 ８ 研究開発費 1,125 1,120 2,356

 ９ その他 1,572 6,937 27.8 1,566 7,086 28.6 3,198 14,369 29.6

   営業利益 1,843 7.4 2,642 10.7 3,564 7.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 16 58 50

 ２ 受取配当金 165 169 297

 ３ 持分法による 
   投資利益

0 ― ―

 ４ 業務受託手数料 10 ― ―

 ５ 雑収入 123 316 1.3 116 345 1.4 247 595 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 173 169 411

 ２ 休止事業所経費等 13 10 27

 ３ 持分法による 
   投資損失

― 0 2

 ４ 雑損失 25 212 0.9 37 217 0.9 44 485 0.9

   経常利益 1,948 7.8 2,770 11.2 3,674 7.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 1,634 9 1,716

 ２ 投資有価証券売却益 ― 81 ―

 ３ 貸倒引当金戻入益 14 10 9

 ４ 移転補償金 ― 16 ―

 ５ その他 ― 1,648 6.6 ― 118 0.5 32 1,757 3.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※２ 65 8 100

 ２ 減損損失 ※３ 1,358 58 1,362

 ３ 損害賠償金 ― 11 ―

 ４ その他 10 1,435 5.7 ― 78 0.3 75 1,538 3.2

  税金等調整前 
  中間(当期)純利益

2,161 8.7 2,810 11.4 3,893 8.0

  法人税、住民税及び 
  事業税

1,050 1,528 1,837

  法人税等調整額 25 1,076 4.3 △279 1,248 5.1 115 1,952 4.0

  少数株主利益 209 0.9 455 1.8 497 1.0

  中間(当期)純利益 875 3.5 1,106 4.5 1,444 3.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

株主資本 評価・換算差額等

少数 

株主 

持分

純資産 

合計資本金
資本 

剰余金

利益 

剰余金

自己 

株式

株主 

資本 

合計

その他 

有価証 

券評価 

差額金

繰延 

ヘッジ 

損益

評価・ 

換算 

差額等 

合計

平成17年12月31日残高(百万円) 1,780 296 27,728 △17 29,788 10,509 ― 10,509 18,496 58,794

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 5 5 11 11

剰余金の配当 △280 △280 △280

役員賞与の支給 △39 △39 △39

中間純利益 875 875 875

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)
△1,262 △40 △1,302 △50 △1,353

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
5 5 555 △0 566 △1,262 △40 △1,302 △50 △786

平成18年６月30日残高(百万円) 1,786 302 28,284 △18 30,354 9,246 △40 9,206 18,446 58,008

株主資本 評価・換算差額等

少数 

株主 

持分

純資産 

合計資本金
資本 

剰余金

利益 

剰余金

自己 

株式

株主 

資本 

合計

その他 

有価証 

券評価 

差額金

繰延 

ヘッジ 

損益

評価・ 

換算 

差額等 

合計

平成18年12月31日残高(百万円) 1,790 306 28,852 △71 30,878 9,572 △51 9,521 19,304 59,703

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 8 8 17 17

剰余金の配当 △280 △280 △280

中間純利益 1,106 1,106 1,106

自己株式の取得 △2 △2 △2

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)
127 18 145 390 535

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
8 8 825 △2 840 127 18 145 390 1,375

平成19年６月30日残高(百万円) 1,799 315 29,677 △73 31,718 9,700 △33 9,666 19,694 61,079



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(百万円) 1,780 296 27,728 △17 29,788

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 9 9 19

 剰余金の配当 △280 △280

 役員賞与の支給 △39 △39

 当期純利益 1,444 1,444

 自己株式の取得 △53 △53

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
9 9 1,123 △53 1,089

平成18年12月31日残高(百万円) 1,790 306 28,852 △71 30,878

評価・換算差額等

少数株主 

持分

純資産 

合計
その他有 

価証券評 

価差額金

繰延 

ヘッジ 

損益

評価・換算差額等 

合計

平成17年12月31日残高(百万円) 10,509 ― 10,509 18,496 58,794

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 19

 剰余金の配当 △280

 役員賞与の支給 △39

 当期純利益 1,444

 自己株式の取得 △53

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
△936 △51 △987 807 △180

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
△936 △51 △987 807 908

平成18年12月31日残高(百万円) 9,572 △51 9,521 19,304 59,703



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日

至 平成19年６月30日)

前連結会計年度

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成18年１月１日

至 平成18年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 2,161 2,810 3,893

   減価償却費 1,065 1,036 2,170

   減損損失 1,358 58 1,362

   貸倒引当金の増減額 △ 13 11 △ 8

   賞与引当金の増減額 8 37 △ 19

   退職給付引当金の減少額 △ 137 △65 △ 240

   役員退職慰労引当金の増減額 25 △89 108

   土壌汚染処理損失引当金の 

   減少額
△ 9 △7 △ 13

   受取利息及び受取配当金 △ 182 △228 △ 348

   支払利息 173 169 411

   持分法による投資利益 △0 ― ―

   持分法による投資損失 ― 0 2

   固定資産売却益 △ 1,634 △9 △ 1,716

   固定資産処分損 65 8 100

   投資有価証券売却益 ― △81 ―

   売上債権の増減額 2,435 1,385 △ 1,237

   棚卸資産の増減額 860 139 △ 73

   仕入債務の増減額 △ 1,778 △1,255 974

   預り保証金・敷金の減少額 △ 444 △541 △ 1,567

   その他 △ 483 △268 1,205

   役員賞与の支払額 △ 39 ― △ 39

     小計 3,431 3,109 4,966

   利息及び配当金の受取額 181 223 347

   利息の支払額 △ 177 △175 △ 358

   法人税等の支払額 △ 798 △1,303 △ 1,564

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
2,637 1,853 3,390

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   定期預金の純増減額 △ 344 △6,239 △ 2,095

   有価証券の取得による支出 △ 2,598 △598 △ 5,292

   有価証券の売却又は 

   償還による収入
3,200 2,600 7,107

   有形固定資産の取得による支出 △ 558 △751 △ 1,572

   有形固定資産の除却に伴う支出 △ 198 △5 △ 131

   有形固定資産の売却による収入 1,642 9 1,643

   無形固定資産の取得による支出 △ 37 △31 △ 86

   投資有価証券の取得による支出 △ 403 △828 △ 1,604

   投資有価証券の売却又は 

   償還による収入
0 98 ―

   貸付による支出 △0 △0 △ 3

   貸付金の回収による収入 16 17 29

   その他 ― ― 0

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
719 △5,728 △ 2,004



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日

至 平成19年６月30日)

前連結会計年度

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成18年１月１日

至 平成18年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △ 872 △757 △ 60

   長期借入金の返済による支出 △ 198 △250 △ 347

   株式の発行による収入 11 17 19

   自己株式の取得による支出 △0 △2 △ 53

   配当金の支払額 △ 281 △281 △ 281

   少数株主への配当金の支払額 △ 60 △50 △ 57

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 1,402 △1,325 △ 781

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 1,955 △5,201 603

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 21,224 21,828 21,224

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
23,179 16,627 21,828



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数 ６社 
   子会社の名称
      ㈱ニチビ、片倉機器工業 

㈱、トーアエイヨー㈱、㈱片
倉キャロンサービス、カフラ
ス㈱、日本機械工業㈱

１ 連結の範囲に関する事項
 (1) 連結子会社の数 ６社
   子会社の名称

㈱ニチビ、トーアエイヨー
㈱、日本機械工業㈱、片倉機
器工業㈱、㈱片倉キャロンサ
ービス、カフラス㈱

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ６社
  子会社の名称

同左

 (2) 主要な非連結子会社の名称等
   主要な非連結子会社
   中越㈱、中央産業㈱、㈱カタ

クラサービス、㈱片倉キャリ
アサポート

   (連結の範囲から除いた理由)
非連結子会社は、その総資
産、売上高、中間純損益及び
利益剰余金等からみて、いず
れも中間連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除外して
いる。

 (2) 主要な非連結子会社の名称
    中越㈱、㈱片倉キャリアサポ

ート、中央産業㈱、㈱カタク
ラサービス、東近紙工㈱

   (連結の範囲から除いた理由)
非連結子会社は、いずれも小
規模会社であり、合計の総資
産、売上高、中間純損益(持
分に見合う額)及び利益剰余
金(持分に見合う額)等は、い
ずれも中間連結財務諸表に重
要な影響を及ぼしていないた
めである。

(2) 主要な非連結子会社の名称
      同左 

 
 

  (連結の範囲から除いた理由)
非連結子会社は、いずれも小
規模会社であり、合計の総資
産、売上高、当期純損益(持
分に見合う額)及び利益剰余
金(持分に見合う額)等は、い
ずれも連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしていないためで
ある。

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法適用の非連結子会社数 
    １社 
   主要な会社名 中越㈱

２ 持分法の適用に関する事項
 (1) 持分法適用の非連結子会社数 
    １社 
   主要な会社名 同左

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法適用の非連結子会社数 
    １社 
   主要な会社名 同左

 (2) 持分法適用の関連会社数 
    ―

 (2) 持分法適用の関連会社数
    ―

(2) 持分法適用の関連会社数 
    ―

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称
   中央産業㈱、㈱カタクラサー

ビス、㈱片倉キャリアサポー
ト

   (持分法を適用しない理由)
   持分法非適用会社は、それぞ

れ中間連結純損益及び連結利
益剰余金等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の
適用範囲から除外している。

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称
   ㈱片倉キャリアサポート、中

央産業㈱、㈱カタクラサービ
ス、東近紙工㈱

   (持分法を適用しない理由)
   持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性
がないため、持分法の適用範
囲から除外している。

 (3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称
同左 

 
 

  (持分法を適用しない理由)
  持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性
がないため、持分法の適用範
囲から除外している。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項

  連結子会社のうち、㈱ニチビの
中間決算日は３月31日、トーア
エイヨー㈱、片倉機器工業㈱、
カフラス㈱、日本機械工業㈱は
９月30日、㈱片倉キャロンサー
ビスは５月31日である。

  中間連結財務諸表の作成に当た
っては、トーアエイヨー㈱、片
倉機器工業㈱、カフラス㈱、日
本機械工業㈱については、中間
連結決算日現在で実施した仮決
算に基づく財務諸表を使用して
いる。㈱ニチビ、㈱片倉キャロ
ンサービスについては、それぞ
れの中間決算日現在の財務諸表
を使用しているが、中間連結決
算日との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な調整
を行っている。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項

  連結子会社のうち、㈱ニチビの
中間決算日は３月31日、トーア
エイヨー㈱、日本機械工業㈱、
片倉機器工業㈱、カフラス㈱は
９月30日、㈱片倉キャロンサー
ビスは５月31日である。

  中間連結財務諸表の作成に当た
っては、トーアエイヨー㈱、日
本機械工業㈱、片倉機器工業
㈱、カフラス㈱については、中
間連結決算日現在で実施した仮
決算に基づく財務諸表を使用し
ている。㈱ニチビ、㈱片倉キャ
ロンサービスについては、それ
ぞれの中間決算日現在の財務諸
表を使用しているが、中間連結
決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調
整を行っている。

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項

 連結子会社のうち、㈱ニチビの
決算日は９月30日、トーアエイ
ヨー㈱、日本機械工業㈱、片倉
機器工業㈱、カフラス㈱は３月
31日、㈱片倉キャロンサービス
は11月30日である。

 連結財務諸表の作成に当たって
は、トーアエイヨー㈱、日本機
械工業㈱、片倉機器工業㈱、カ
フラス㈱については、連結決算
日現在で実施した仮決算に基づ
く財務諸表を使用している。㈱
ニチビ、㈱片倉キャロンサービ
スについては、それぞれの財務
諸表を使用しているが、連結決
算日との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な調整
を行っている。



 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

４ 会計処理基準に関する事項
 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
   有価証券
    満期保有目的の債券
     償却原価法(定額法)
    子会社株式及び関連会社株

式
     非連結子会社株式及び持

分法非適用関連会社株式
については、移動平均法
による原価法

    その他有価証券
     時価のあるもの
      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評
価差額は全部純資産直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法に
より算定)

     時価のないもの
      移動平均法による原価

法

４ 会計処理基準に関する事項
 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
   有価証券
    満期保有目的の債券

同左
    子会社株式及び関連会社株

式
同左

    その他有価証券
     時価のあるもの

同左
       

  
  
 
 

     時価のないもの
同左

４ 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
  有価証券
   満期保有目的の債券

同左
   子会社株式及び関連会社株

式
同左

   その他有価証券
    時価のあるもの
     決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評
価差額は全部純資産直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法に
より算定)

    時価のないもの
同左

   棚卸資産
    製・商品及び仕掛品
     小売商品
      売価還元法による原価

法
     その他
      主として月次移動平均

法による原価法
    原材料及び貯蔵品
          主として月次移動平均法

による原価法

   棚卸資産
    製・商品及び仕掛品
     医薬製品仕掛品
      先入先出法による原価

法
     小売商品
      売価還元法による原価

法
     その他
      主として月次移動平均

法による原価法
     原材料及び貯蔵品
          主として月次移動平均法

による原価法

  棚卸資産
同左

   デリバティブ
    時価法

   デリバティブ
同左

  デリバティブ
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

   有形固定資産
    定率法
    但し、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属
設備を除く)については定
額法によっている。

    なお、主な耐用年数は次の
とおりである。

    建物 29～50年

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   無形固定資産
    定額法
    但し、自社利用のソフトウ

ェアについては、主として
社内における見込利用可能
期間(５年)に基づく定額法
によっている。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

   有形固定資産
    定率法
    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附
属設備を除く)については
定額法によっている。

    なお、主な耐用年数は次の
とおりである。

    建物 10～50年
    (会計方針の変更)
        法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平
成19年４月１日以後に取得
した有形固定資産につい
て、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更
している。 
当該変更に伴う損益に与え
る影響は軽微である。

    (追加情報）
        連結子会社のうち決算期が

３月であるトーアエイヨー
㈱、日本機械工業㈱、片倉
機器工業㈱、カフラス㈱に
ついては、平成19年３月31
日以前に取得した有形固定
資産について、償却可能限
度額まで償却が終了した翌
事業年度から５年間で均等
償却する方法によってい
る。 
これにより、営業利益、経
常利益、税金等調整前中間
純利益は、それぞれ17百万
円減少している。

   無形固定資産
    定額法
        ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に
おける見込利用可能期間
(５年)に基づく定額法によ
っている。

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

  有形固定資産
   定率法
   ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附
属設備を除く)については
定額法によっている。

   なお、主な耐用年数は次の
とおりである。

   建物 10～50年

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  無形固定資産

同左
       



 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準 
貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるた
め、一般債権については、
貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権につい
ては、債権の回収可能性を
個別に検討して回収不能見
込額を計上している。

 (3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準 
貸倒引当金

同左

   賞与引当金
従業員の賞与の支給に備え
るため、連結子会社は支給
見込額のうち、当中間連結
会計期間の負担額を計上し
ている。
―――――――― 

 

   賞与引当金
同左

 
 
 
 

――――――――
 

  賞与引当金
従業員の賞与の支給に備え
るため、連結子会社は支給
見込額のうち、当連結会計
年度の負担額を計上してい
る。

  役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備える
ため、支給見込額を計上し
ている。

   退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上している。  
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11
～14年)による定額法によ
り、費用処理することとし
ている。  
数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
(11～14年)による定額法に
より、翌連結会計年度から
費用処理することとしてい
る。

   退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上している。  
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11
～13年)による定額法によ
り、費用処理することとし
ている。  
数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
(11～13年)による定額法に
より、翌連結会計年度から
費用処理することとしてい
る。

    (追加情報）
連結子会社のトーアエイヨ
ー㈱は、従来、過去勤務債
務及び数理計算上の差異に
ついては、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（14年）に
よる定額法によっていた
が、従業員の平均残存勤務
期間がこれを下回ったた
め、当中間連結会計期間か
ら平均残存勤務期間以内の
一定の年数を13年に変更し
ている。なお、この変更に
よる損益への影響は軽微で
ある。

  退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計
上している。  
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11
～14年)による定額法によ
り、費用処理することとし
ている。  
数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
(11～14年)による定額法に
より、翌連結会計年度から
費用処理することとしてい
る。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

   役員退職慰労引当金
連結財務諸表提出会社及び
連結子会社は、役員及び執
行役員の退職慰労金の支給
に備えるため、内規に基づ
く中間期末要支給額を計上
している。

   役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職慰
労金の支給に備えるため、
内規に基づく中間期末要支
給額を計上している。

  役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職慰
労金の支給に備えるため、
内規に基づく期末要支給額
を計上している。

   土壌汚染処理損失引当金
連結財務諸表提出会社が所
有する土地のうち工場跡地
の一部について土壌汚染が
判明したことにより、土壌
汚染浄化処理の損失に備え
るため、支払見込額を計上
している。

   土壌汚染処理損失引当金
同左

  土壌汚染処理損失引当金
同左

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額
は損益として処理している。
なお、為替予約等の振当処理
の対象となっている外貨建金
銭債権債務については、当該
為替予約等の円貨額に換算し
ている。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結
決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。な
お、為替予約等の振当処理の
対象となっている外貨建金銭
債権債務については、当該為
替予約等の円貨額に換算して
いる。

 (5) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっている。

 (5) 重要なリース取引の処理方法
同左

(5) 重要なリース取引の処理方法
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (6) 重要なヘッジ会計の方法
   ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によってい
る。  
なお、為替予約が付されて
いる外貨建金銭債権債務等
については振当処理を行っ
ている。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権債
務及び外貨建 
予定取引

金利スワ 
ップ

借入金  

 (6) 重要なヘッジ会計の方法
   ヘッジ会計の方法 

同左 
  
  
  
  
  

   ヘッジ手段とヘッジ対象 
   同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法
  ヘッジ会計の方法 

同左  
  
  
  
  
   

  ヘッジ手段とヘッジ対象 
  同左

   ヘッジ方針
    為替予約

通常の取引の範囲内で、
外貨建債権債務に係る将
来の為替変動リスクを回
避する目的で包括的な為
替予約取引等を行ってい
る。

    金利スワップ 
借入金の金利変動リスク
を回避する目的で行って
おり、ヘッジ対象の識別
は個別契約ごとに行って
いる。

   ヘッジ方針
同左

  ヘッジ方針
同左

   ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に
関する重要な条件が同一で
あり、ヘッジ開始時及びそ
の後も継続して相場変動又
はキャッシュ・フロー変動
を完全に相殺するものと想
定することが出来るため、
ヘッジ手段とヘッジ対象に
関する重要な条件が同一で
ある事を確認することによ
り有効性の判定に代えてい
る。

   ヘッジ有効性評価の方法
同左

  ヘッジ有効性評価の方法
同左

 (7) 消費税等の会計処理
   消費税等の会計処理は、税抜

方式によっている。

 (7) 消費税等の会計処理
同左

(7) 消費税等の会計処理
同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到
来する流動性の高い、容易に換
金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負
わない短期的な投資からなって
いる。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

同左



次へ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)
当中間連結会計期間から「固定資産
の減損に係る会計基準」(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」(企業会計審議会 平成14
年８月９日))及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第６号)を適用
している。  
これにより税金等調整前中間純利益
は、1,323百万円減少している。  
なお、減損損失累計額については、
改正後の中間連結財務諸表規則に基
づき当該各資産の金額から直接控除
している。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準)
当中間連結会計期間から「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号)及
び「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準適用指針第８号)を
適用している。  
従来の「資本の部」の合計に相当す
る金額は39,601百万円である。  
なお、中間連結財務諸表規則の改正
により、当中間連結会計期間におけ
る中間連結財務諸表は、改正後の中
間連結財務諸表規則により作成して
いる。 
 

―――――――― 
 
 
 
 

――――――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――――――
 
 
 
 

(固定資産の減損に係る会計基準)
当連結会計年度から「固定資産の減
損に係る会計基準」(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年８
月９日))及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会 平成15年10月31日 企業
会計基準適用指針第６号)を適用して
いる。  
これにより税金等調整前当期純利益
は、1,295百万円減少している。  
なお、減損損失累計額については、
改正後の連結財務諸表規則に基づき
当該各資産の金額から直接控除して
いる。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準)
当連結会計年度から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17年
12月９日 企業会計基準第５号)及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」(企業
会計基準委員会 平成17年12月９日
企業会計基準適用指針第８号)を適用
している。  
従来の「資本の部」の合計に相当す
る金額は40,450百万円である。  
なお、連結財務諸表規則の改正によ
り、当連結会計年度における連結財
務諸表は、改正後の連結財務諸表規
則により作成している。 
 

(役員賞与に関する会計基準)
当連結会計年度から「役員賞与に関
する会計基準」（企業会計基準委員
会 平成17年11月29日 企業会計基
準第４号）を適用している。この結
果、従来の方法に比べて、営業利
益、経常利益及び税金等調整前当期
純利益は、それぞれ42百万円減少し
ている。

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

(中間連結貸借対照表) 
固定負債の「預り保証金・敷金」に含めていた１年以内
返済予定預り保証金は、当中間連結会計期間より流動負
債の「その他」に含めて表示している。なお、当中間連
結会計期間末の流動負債の「その他」に含まれる１年以
内返済予定預り保証金は1,731百万円、前中間連結会計
期間末の固定負債の「預り保証金・敷金」に含まれる１
年以内返済予定預り保証金は617百万円である。

――――――――

――――――――
  

 
 
 
 

 
 
(中間連結損益計算書)
前中間連結会計期間まで区分掲記していた「業務受託手
数料」（当中間連結会計期間１百万円）は、営業外収益
の100分の10以下となったため、営業外収益の「雑収
入」に含めて表示している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年12月31日)

※１ 有形固定資 
産の減価償 
却累計額

39,278百万円
※１ 有形固定資

産の減価償 
却累計額

41,094百万円
※１ 有形固定資

産の減価償 
却累計額

40,192百万円

※２ 担保資産及び担保付債務
   このうち、工場財団を組成す

る有形固定資産620百万円(建
物及び構築物99百万円、土地
521百万円)並びにその他建物
及び構築物13,374百万円及び
土地98百万円、投資有価証券
1,867百万円を、短期借入金
1,762百万円、及び長期借入
金5,303百万円(うち、1年以
内返済予定長期借入金399百
万円 )、預り保証金・敷金
14,568百万円(うち、その他
流動負債1,722百万円)、支払
手形及び買掛金48百万円の担
保に供している。

※２ 担保資産及び担保付債務
   このうち、工場財団を組成す

る有形固定資産355百万円(建
物及び構築物117百万円、機
械装置及び運搬具30百万円、
土地206百万円)並びにその他
建物及び構築物12,727百万円
及び土地78百万円、投資有価
証券1,761百万円を、短期借
入金1,625百万円、及び長期
借入金4,903百万円（うち、
１年以内返済予定長期借入金
451百万円）、預り保証金・
敷金12,508百万円（うち、そ
の他流動負債に含まれる１年
以内返済予定預り保証金933
百万円）、支払手形及び買掛
金65百万円、割引手形42百万
円の担保に供している。

※２ 担保資産及び担保付債務
  このうち、工場財団を組成す

る有形固定資産379百万円(建
物及び構築物123百万円、機
械装置及び運搬具33百万円、
土地206百万円、その他有形
固定資産15百万円)並びにそ
の他建物及び構築物13,203百
万円及び土地98百万円、投資
有価証券1,630百万円を、短
期借入金1,871百万円、及び
長期借入金5,154百万円(う
ち、１年以内返済予定長期借
入金451百万円)、預り保証
金・敷金 13,013 百万円（う
ち、その他流動負債に含まれ
る１年以内返済予定預り保証
金933百万円）、支払手形及
び買掛金50百万円、割引手形
73百万円の担保に供してい
る。

 ３ 保証債務
従業員10名 
(借入保証)

8百万円

 ３ 保証債務
従業員７名
(借入保証)

４百万円

３ 保証債務
従業員９名
(借入保証)

 ６百万円

 ４ 受取手形割引高 54百万円  ４ 受取手形割引高 256百万円 ４ 受取手形割引高 254百万円

―――――――― ※５ 中間連結会計期間末日満期手
形の処理

   中間連結会期間末日満期手形
の会計処理は、手形交換日を
もって決済処理している。

   なお、当中間連結会計期間末
日が金融機関の休日であった
ため、次の中間連結会計期間
末日満期手形が中間連結会計
期間末残高に含まれている。

    受取手形       67百万円

    支払手形 89百万円

※５ 連結会計年度末日満期手形の
処理

  連結会計年度末日満期手形の
会計処理は、手形交換日をも
って決済処理している。

  なお、当連結会計年度末日が
金融機関の休日であったた
め、次の連結会計年度末日満
期手形が連結会計年度末残高
に含まれている。

  受取手形 82百万円

  支払手形 101百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

   

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 固定資産売却益の内訳
   主として連結財務諸表提出会

社の土地の売却益1,632百万
円である。

※１ 固定資産売却益の内訳
   主として連結財務諸表提出会

社の土地の売却益９百万円で
ある。

※１ 固定資産売却益の内訳
  主として連結財務諸表提出会

社の土地の売却益1,714百万
円である。

 

※２ 固定資産処分損の内訳

建物及び構築物 17百万円

解体費等 43百万円

その他 5百万円

計 65百万円

※２ 固定資産処分損の内訳

建物及び構築物 ３百万円

機械装置及び運
搬具

１百万円

解体費等 １百万円

その他 ２百万円

計 ８百万円

※２ 固定資産処分損の内訳

建物及び構築物 35百万円

機械装置及び 
運搬具

４百万円

解体費等 53百万円

その他 ７百万円

計 100百万円

 

※３ 減損損失
当中間連結会計期間において、当
社グループは以下の資産又は資産
グループについて減損損失を計上
した。

用途 場所 種類
金額 

(百万円)

繊維 
事業 
資産

東京都 
中央区 
(１件)

リース 
資産

1

サービ 
ス事業 
資産

茨城県 
取手市 
他 
(８件)

建物等 569

遊休 
資産

埼玉県 
さいた 
ま市 
見沼区他 
(４件)

土地及 
び建物 
等

786

(資産のグルーピングの方法)
主に管理会計上の区分を基に、他
の資産又は資産グループから概ね
独立したキャッシュ・フローを生
み出す最小の単位にてグルーピン
グしている。
(減損損失の認識に至った経緯)
事業用資産については、収益力の
低下により、遊休資産については
地価が著しく下落したこと、及び
将来の用途が未確定であることに
より、減損損失を認識している。 
なお、サービス事業資産における
減損損失の種類ごとの内訳は、建
物及び構築物502百万円、機械装
置及び運搬具０百万円、その他有
形固定資産40百万円、無形固定資
産７百万円、リース資産17百万円
である。また、遊休資産における
減損損失の種類ごとの内訳は建物
及び構築物54百万円、土地727百
万円、その他有形固定資産１百万
円、無形固定資産４百万円であ
る。
(回収可能価額の算定方法等)
回収可能価額は正味売却価額、あ
るいは使用価値により測定してい
る。 
正味売却価額は、重要性の高いも
のについては不動産鑑定評価額、
それ以外のものについては固定資
産税評価額等を基準に算定してい
る。 
使用価値は将来キャッシュ・フロ
ーを3.0％で割り引いて算定して
いる。

――――――――
 
 
 
 

 

※３ 減損損失
当連結会計年度において、当社グ
ループは以下の資産又は資産グル
ープについて減損損失を計上し
た。

用途 場所 種類
金額 

(百万円)

繊維
事業 
資産

東京都
中央区 
(１件)

リース 
資産

１

サービ
ス事業 
資産

茨城県
取手市 
他 
(８件)

 建物等 573

遊休
資産

埼玉県
さいた 
ま市 
見沼区他
(４件)

 土地及 

 び建物 

 等

786

(資産のグルーピングの方法)
主に管理会計上の区分を基に、他
の資産又は資産グループから概ね
独立したキャッシュ・フローを生
み出す最小の単位にてグルーピン
グしている。
(減損損失の認識に至った経緯)
事業用資産については、収益力の
低下により、遊休資産については
地価が著しく下落したこと、及び
将来の用途が未確定であることに
より、減損損失を認識している。 
なお、サービス事業資産における
減損損失の種類ごとの内訳は、建
物及び構築物502百万円、機械装
置及び運搬具０百万円、その他有
形固定資産44百万円、無形固定資
産７百万円、リース資産17百万円
である。また、遊休資産における
減損損失の種類ごとの内訳は、建
物及び構築物54百万円、土地727
百万円、その他有形固定資産１百
万円、無形固定資産４百万円であ
る。
(回収可能価額の算定方法等)
回収可能価額は正味売却価額、あ
るいは使用価値により測定してい
る。 
正味売却価額は、重要性の高いも
のについては不動産鑑定評価額、
それ以外のものについては固定資
産税評価額等を基に算定してい
る。 
使用価値は将来キャッシュ・フロ
ーを3.0％で割り引いて算定して
いる。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 
   ストック・オプションの権利行使による増加 19千株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取りによる増加 448株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 
   ストック・オプションの権利行使による増加    28,000株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取りによる増加    1,182株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 35,099 19 ― 35,118

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 22,568 448 ― 23,016

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年３月30日 
定時株主総会

普通株式 280 8.00 平成17年12月31日 平成18年３月31日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 35,130,000 28,000 ― 35,158,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 53,467 1,182 ― 54,649

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月29日 
定時株主総会

普通株式 280 8.00 平成18年12月31日 平成19年３月30日



次へ 

前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

   ストック・オプションの権利行使による増加    31,000株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

   取締役会決議に基づく東京証券取引所の終値取引による買付けによる増加    30,000株 
   単元未満株式の買取りによる増加   899株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる   

  もの 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 35,099,000 31,000 ― 35,130,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,568 30,899 ― 53,467

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年３月30日 
定時株主総会

普通株式 280 8.00 平成17年12月31日 平成18年３月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 280         8.00 平成18年12月31日 平成19年３月30日

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係
現金及び預金勘定 24,081百万円
有価証券勘定 9,491百万円
短期貸付金のうち 
現金同等物(現先)

999百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△4,885百万円

償還期限が３ヶ月
を超える債券等

△6,507百万円

現金及び 
現金同等物

23,179百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係
現金及び預金勘定 25,521百万円
有価証券勘定 6,683百万円
短期貸付金のうち
現金同等物(現先)

999百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

 △12,876百万円

償還期限が３ヶ月
を超える債券等

△3,699百万円

現金及び 
現金同等物

16,627百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連
結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係
現金及び預金勘定 23,483百万円
有価証券勘定 8,281百万円
短期貸付金のうち 
現金同等物(現先)

1,998百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△6,636百万円

償還期限が３ヶ月
を超える債券等

△5,298百万円

現金及び
現金同等物

21,828百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額

減価 

償却 

累計額 

相当額

減損 

損失 

累計額 

相当額

中間 

期末 

残高 

相当額

百万円 百万円 百万円 百万円

機械 
装置 
及び 
運搬具

182 93 0 87

その他 913 460 19 433

合計 1,095 554 19 521

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額

減価 

償却 

累計額

相当額

減損 

損失 

累計額

相当額

中間 

期末 

残高 

相当額

百万円 百万円 百万円 百万円

機械 
装置 
及び 
運搬具

179 99 ― 79

その他 710 356 14 339

合計 889 456 14 419

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額

 

 

取得 

価額 

相当額

減価 

償却 

累計額 

相当額

減損 

損失 

累計額 

相当額

期末 

残高 

相当額

百万円 百万円 百万円 百万円

機械
装置 
及び 
運搬具

189 98 0 90

その他 797 397 19 380

合計 987 496 19 470

  なお、取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形
固定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子
込み法により算定している。

同左  なお、取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法に
より算定している。

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額等

   未経過リース料中間期末残高

 １年内 191百万円

 １年超 341百万円

 合計 532百万円
リース資産 
減損勘定 
中間期末 
残高

11百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

   未経過リース料中間期末残高
   相当額

 １年内 166百万円

 １年超 263百万円

 合計 429百万円
リース資産
減損勘定 
中間期末 
残高

10百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残
高

  未経過リース料期末残高相当
  額

１年内 175百万円

１年超 303百万円

合計 479百万円

リース資産
減損勘定 
期末残高

8百万円

  なお、未経過リース料中間期末
残高相当額は、未経過リース料
中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法によ
り算定している。

同左  なお、未経過リース料期末残高
相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定してい
る。

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失
支払リース料 103百万円
リース資産 
減損勘定の 
取崩額

8百万円

減価償却費 
相当額

94百万円

減損損失 19百万円

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失
支払リース料 97百万円
リース資産
減損勘定の 
取崩額

1百万円

減価償却費
相当額

96百万円

減損損失 2百万円

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失
支払リース料 207百万円
リース資産
減損勘定の 
取崩額

11百万円

減価償却費
相当額

195百万円

減損損失 19百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ
ている。

４ 減価償却費相当額の算定方法
同左

４ 減価償却費相当額の算定方法
同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年６月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、１百万円の減損処理を行ってい

る。 
なお、下落率が30％以上の株式の減損にあっては、回復の可能性が認められる合理的な反証がない限り減損処
理を行うことを社内基準により規定している。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成19年６月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

   債券
    国債 400 400 △0
    金融債 6,509 6,504 △5
    コマーシャル・ペーパー 2,498 2,498 △0

計 9,408 9,402 △6

(2) その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

 ① 株式 2,601 21,835 19,234
 ② 債券
    国債 140 143 2
 ③ その他 11 22 11

計 2,753 22,001 19,248

(1) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

 ① 非上場株式 325
 ② ＭＭＦ 485

計 811

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

   債券
    国債 3,401 3,394 △6
    金融債 2,300 2,299 △0
    コマーシャル・ペーパー 2,496 2,496 △0

計 8,198 8,190 △8

(2) その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

 ① 株式 2,613 23,574 20,960
 ② 債券
    国債 140 141 1
 ③ その他 11 23 12

計 2,765 23,739 20,974

(1) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

 ① 非上場株式 325
 ② ＭＭＦ 486

計 812



前へ 

(前連結会計年度末)(平成18年12月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、１百万円の減損処理を行っている。 

なお、下落率が30％以上の株式の減損にあっては、回復の可能性が認められる合理的な反証がない限り減損処
理を行うことを社内基準により規定している。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年６月30日) 

     該当事項なし。 
     なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っているが、いずれもヘッジ会計を適用している

ので、注記の対象から除いている。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成19年６月30日) 

     該当事項なし。 
     なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っているが、いずれもヘッジ会計を適用している

ので、注記の対象から除いている。 

  

(前連結会計年度末)(平成18年12月31日) 

     該当事項なし。 
     なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っているが、いずれもヘッジ会計を適用している

ので、注記の対象から除いている。 

  

(1) 満期保有目的の債券
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

   債券
        国債 2,599 2,598 △0
    金融債 4,300 4,300 △0
    コマーシャル・ペーパー 2,497 2,496 △0

計 9,397 9,395 △1

(2) その他有価証券
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

 ① 株式 2,603 23,374 20,771
 ② 債券
    国債 140 142 2
 ③ その他 11 21 10

計 2,755 23,538 20,783

(1) その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

 ① 非上場株式 325
 ② ＭＭＦ 486

計 811



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

(前中間連結会計期間)(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 
  

 
(注) １ 事業区分の方法は、製品・商品等の種類・性質と事業形態を考慮して区分している。 
   ２ 各事業の製商品と事業内容 

① 繊維事業………各種絹製品、ファンデーション用生地、靴下、メリヤス肌着、ビニロン繊維、ブランドラ
     イセンス業等 

② 医薬品事業……医療用医薬品 
③ 機械関連事業…自動車部品、工業用計器、農業用機械、消防ポンプ車、石油製品等の輸出入販売等 
④ サービス事業…ショッピングセンター、ゴルフ練習場、ホームセンター、カーショップ、ビル管理サービ

     ス業、不動産業等 
⑤ その他の事業…訪花昆虫、遺伝子組換タンパク質の生産サービス等 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は198百万円であり、その主なもの
は、連結財務諸表提出会社の総務・経理・人事等で発生する管理部門に係る費用である。 

  

(当中間連結会計期間)(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は、製品・商品等の種類・性質と事業形態を考慮して区分している。 
   ２ 各事業の製商品と事業内容 

① 繊維事業………各種絹製品、ファンデーション用生地、靴下、メリヤス肌着、ビニロン繊維の製造・販  
     売、ブランドライセンス業等 

② 医薬品事業……医療用医薬品の製造・販売 
③ 機械関連事業…自動車部品、消防自動車、農業用機械等の製造・販売、石油製品等の輸入販売 
④ サービス事業…ショッピングセンターの運営、不動産賃貸、ゴルフ練習場、ホームセンター、カーショッ

     プ、ビル管理サービス等 
⑤ その他の事業…遺伝子組換タンパク質の生産サービス、訪花昆虫の販売等 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は223百万円であり、その主なもの
は、連結財務諸表提出会社の総務・経理・人事等で発生する管理部門に係る費用である。 

  

繊維事業 
(百万円)

医薬品 
事業 

(百万円)

機械関連
事業 

(百万円)

サービス
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

3,716 8,817 5,575 6,578 234 24,922 ― 24,922

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

3 ― 0 174 ― 177 (177) ―

計 3,719 8,817 5,575 6,753 234 25,099 (177) 24,922

  営業費用 3,742 7,548 5,750 5,598 332 22,973 105 23,078

  営業利益 
  又は営業損失(△)

△23 1,269 △174 1,154 △98 2,126 (282) 1,843

繊維事業 
(百万円)

医薬品 
事業 

(百万円)

機械関連
事業 

(百万円)

サービス
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

3,817 9,130 4,977 6,563 249 24,738 ― 24,738

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

2 ― ― 172 ― 175 (175) ―

計 3,820 9,130 4,977 6,736 249 24,914 (175) 24,738

  営業費用 3,911 7,233 5,001 5,489 329 21,965   130 22,096

  営業利益 
  又は営業損失(△)

△91 1,897 △23 1,246 △79 2,948 (306) 2,642



(前連結会計年度)(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分の方法は、製品・商品等の種類・性質と事業形態を考慮して区分している。 
   ２ 各事業の製商品と事業内容 

① 繊維事業………各種絹製品、ファンデーション用生地、靴下、メリヤス肌着、ビニロン繊維の製造・販  
     売、ブランドライセンス業等 

② 医薬品事業……医療用医薬品の製造・販売 
③ 機械関連事業…自動車部品、消防自動車、農業用機械等の製造・販売、石油製品等の輸入販売 
④ サービス事業…ショッピングセンターの運営、不動産賃貸、ゴルフ練習場、ホームセンター、カーショッ

     プ、ビル管理サービス等 
⑤ その他の事業…遺伝子組換タンパク質の生産サービス、訪花昆虫の販売等 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は414百万円であり、連結財務諸表
提出会社の総務・経理・人事等で発生する管理部門に係る費用である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、在外子会社及び重要な在

外支店がないため、記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高

の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

繊維事業 
(百万円)

医薬品 
事業 

(百万円)

機械関連
事業 

(百万円)

サービス
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

7,691 17,123 10,071 13,292 378 48,557 ― 48,557

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

7 ― 0 350 ― 358 (358) ―

計 7,699 17,123 10,071 13,642 378 48,916 (358) 48,557

  営業費用 7,799 14,531 10,360 11,440 638 44,770   222 44,993

  営業利益 
  又は営業損失(△)

△99 2,592 △288 2,202 △260 4,145 (581) 3,564



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 1,127円26銭 1,178円95銭 1,151円74銭

１株当たり中間(当期)

純利益
24円94銭 31円52銭 41円15銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期) 
純利益

24円87銭 31円45銭 41円04銭

(追加情報)
当中間連結会計期間から、
改正後の「１株当たり当期
純利益に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 
終改正平成18年１月31日
企業会計基準第２号)及び
「１株当たり当期純利益に
関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準委員会

終改正平成18年１月31日
企業会計基準適用指針第４
号)を適用している。 
これによる影響は軽微であ
る。

 前中間連結会計期間末 

 (平成18年６月30日)

 当中間連結会計期間末 

 (平成19年６月30日)

前連結会計年度末 

(平成18年12月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

58,008 61,079 59,703

普通株式に係る純資産
額(百万円)

39,561 41,385 40,399

差額の主な内訳 
(百万円)

 少数株主持分 18,446 19,694 19,304

普通株式の発行済株式
数(株)

35,118,000 35,158,000 35,130,000

普通株式の自己株式数
(株)

23,016 54,649 53,467

１株当たり純資産額の
算定に用いられた普通
株式の数(株)

35,094,984 35,103,351 35,076,533



２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のと

おりである。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

875 1,106 1,444

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円)

875 1,106 1,444

普通株主に帰属しない
金額(百万円)

― ― ―

普通株式の期中平均株
式数(株)

35,086,622 35,091,496 35,092,118

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益
の算定に用いられた普
通株式増加数の主要な
内訳(株)

 新株予約権 99,531 71,514 89,798

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要 ― ― ―

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

―――――――― ―――――――― ――――――――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,396 6,045 5,966

 ２ 受取手形 ※５ 635 797 815

 ３ 売掛金 1,675 1,639 1,716

 ４ 有価証券 1,999 1,997 1,995

 ５ 棚卸資産 2,398 2,504 2,470

 ６ その他 1,932 1,651 2,589

   貸倒引当金 △1 △6 △ 1

   流動資産合計 15,035 30.1 14,629 30.2 15,553 31.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※２ 16,146 15,416 15,884

  (2) 土地 ※２ 1,705 1,835 1,704

  (3) 建設仮勘定 100 11 ―

  (4) その他 ※２ 1,453 1,381 1,517

   有形固定資産合計 19,405 18,644 19,105

 ２ 無形固定資産 100 104 96

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式及び 
    投資有価証券

※２ 14,342 13,857 13,584

  (2) 破産債権、再生 
    債権、更生債権 
    その他これらに 
    準ずる債権

92 107 92

  (3) その他 1,027 1,150 1,108

    貸倒引当金 △107 △122 △ 107

   投資その他の資産 
   合計

15,354 14,992 14,679

   固定資産合計 34,860 69.9 33,741 69.8 33,882 68.5

資産合計 49,895 100.0 48,370 100.0 49,435 100.0



前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 812 878 879

 ２ 買掛金 1,173 1,085 1,276

 ３ 短期借入金 ※２ 3,142 3,050 3,129

 ４ １年以内返済予定 
   長期借入金

※２ 350 402 402

 ５ 未払法人税等 28 235 63

 ６ 設備関係支払手形 248 41 149

 ７ その他 ※2,6 4,620 4,018 4,641

   流動負債合計 10,375 20.8 9,712 20.1 10,542 21.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 4,803 4,401 4,602

 ２ 繰延税金負債 4,073 3,606 3,473

 ３ 役員退職慰労引当金 180 178 201

 ４ 土壌汚染処理損失 
   引当金

242 231 238

 ５ 預り保証金・敷金 ※２ 15,664 14,790 15,331

 ６ その他 149 743 844

   固定負債合計 25,113 50.3 23,950 49.5 24,691 50.0

   負債合計 35,489 71.1 33,663 69.6 35,233 71.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 1,786 3.6 1,799 3.7 1,790 3.6

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 302 315 306

資本剰余金合計 302 0.6 315 0.7 306 0.6

３ 利益剰余金

(1) 利益準備金 437 437 437

(2) その他利益剰余金

配当準備積立金 560 560 560

固定資産圧縮積立
金

118 112 115

別途積立金 4,100 5,000 4,100

繰越利益剰余金 1,139 866 1,444

利益剰余金合計 6,355 12.7 6,975 14.4 6,657 13.5

４ 自己株式 △18 △0.0 △ 73 △ 0.2 △ 71 △ 0.2

株主資本合計 8,426 16.9 9,016 18.6 8,682 17.5

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

6,020 12.1 5,724 11.9 5,570 11.3

２ 繰延ヘッジ損益 △40 △0.1 △ 33 △0.1 △ 51 △ 0.1

評価・換算差額等 
合計

5,979 12.0 5,690 11.8 5,519 11.2

純資産合計 14,406 28.9 14,707 30.4 14,202 28.7

負債純資産合計 49,895 100.0 48,370 100.0 49,435 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 10,282 100.0 10,363 100.0 20,981 100.0

Ⅱ 売上原価 7,151 69.5 7,146 69.0 14,692 70.0

   売上総利益 3,131 30.5 3,216 31.0 6,289 30.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,479 24.2 2,434 23.5 5,121 24.4

   営業利益 651 6.3 782 7.5 1,167 5.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 11 8

 ２ その他 286 288 2.8 271 283 2.7 448 457 2.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 164 156 387

 ２ その他 31 196 1.9 32 189 1.8 59 447 2.2

   経常利益 743 7.2 875 8.4 1,177 5.6

Ⅵ 特別利益 ※１ 1,636 15.9 72 0.7 1,719 8.2

Ⅶ 特別損失 ※２ 1,076 10.4 64 0.6 1,174 5.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

1,302 12.7 884 8.5 1,722 8.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

8 244 62

   法人税等調整額 499 507 5.0 40 285 2.7 562 625 3.0

   中間(当期)純利益 794 7.7 599 5.8 1,096 5.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

 
  

株主資本

資本金

資本 
剰余金

利益剰余金

自己 
株式

株主
資本 
合計資本 

準備金
利益 

準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計

配当
準備 
積立金

固定
資産 
圧縮 

積立金

別途
積立金

繰越
利益 

剰余金

平成17年12月31日 
残高(百万円)

1,780 296 437 560 135 2,870 1,860 5,863 △17 7,923

中間会計期間中の 
変動額

 新株の発行 5 5 11

 固定資産圧縮積立金の取崩 △17 17 ― ―

 別途積立金の積立 1,230 △1,230 ― ―

 剰余金の配当 △280 △280 △280

 役員賞与の支給 △22 △22 △22

 中間純利益 794 794 794

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の 
 項目の中間会計 
 期間中の変動額 
 (純額)
中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

5 5 ― ― △17 1,230 △720 492 △0 503

平成18年６月30日 
残高(百万円)

1,786 302 437 560 118 4,100 1,139 6,355 △18 8,426

評価・換算差額等

純資産
合計

その他 
有価証 
券評価 
差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

平成17年12月31日 
残高(百万円)

7,001 ― 7,001 14,925

中間会計期間中の 
変動額

 新株の発行 11

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立 ―

 剰余金の配当 △280

 役員賞与の支給 △22

 中間純利益 794

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の 
 項目の中間会計 
 期間中の変動額 
 (純額)

△981 △40 △1,022 △1,022

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△981 △40 △1,022 △518

平成18年６月30日 
残高(百万円)

6,020 △40 5,979 14,406



当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

 
  

株主資本

資本金

資本 
剰余金

利益剰余金

自己 
株式

株主
資本 
合計資本 

準備金
利益 

準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計

配当
準備 
積立金

固定
資産 
圧縮 

積立金

別途
積立金

繰越
利益 

剰余金

平成18年12月31日 
残高(百万円)

1,790 306 437 560 115 4,100 1,444 6,657 △ 71 8,682

中間会計期間中の 
変動額

 新株の発行 8 8 17

 固定資産圧縮積立金の取崩 △ 3 3 ― ―

 別途積立金の積立 900 △ 900 ― ―

 剰余金の配当 △ 280 △ 280 △ 280

 中間純利益 599 599 599

 自己株式の取得 △ 2 △ 2

 株主資本以外の 
 項目の中間会計 
 期間中の変動額 
 (純額)
中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

8 8 ― ― △ 3 900 △ 578 318 △ 2 333

平成19年６月30日 
残高(百万円)

1,799 315 437 560 112 5,000 866 6,975 △ 73 9,016

評価・換算差額等

純資産
合計

その他 
有価証 
券評価 
差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

平成18年12月31日 
残高(百万円)

5,570 △ 51 5,519 14,202

中間会計期間中の 
変動額

 新株の発行 17

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立 ―

 剰余金の配当 △ 280

 中間純利益 599

 自己株式の取得 △ 2

 株主資本以外の 
 項目の中間会計 
 期間中の変動額 
 (純額)

153 18 171 171

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

153 18 171 504

平成19年６月30日 
残高(百万円)

5,724 △ 33 5,690 14,707



次へ 

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本 

剰余金
利益剰余金

自己 

株式

株主 

資本 

合計
資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金

利益 

剰余金 

合計

配当 

準備 

積立金

固定 

資産 

圧縮 

積立金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金

平成17年12月31日 

残高(百万円)
1,780 296 437 560 135 2,870 1,860 5,863 △ 17 7,923

事業年度中の 

変動額

 新株の発行 9 9 19

 固定資産圧縮積立金の取崩 △ 20 20 ― ―

 別途積立金の積立 1,230 △ 1,230 ― ―

 剰余金の配当 △ 280 △ 280 △ 280

 役員賞与の支給 △ 22 △ 22 △ 22

 当期純利益 1,096 1,096 1,096

 自己株式の取得 △ 53 △ 53

 株主資本以外の 

 項目の事業年度 

 中の変動額 

 (純額)

事業年度中の 

変動額合計(百万円)
9 9 ― ― △ 20 1,230 △ 415 794 △ 53 759

平成18年12月31日 

残高(百万円)
1,790 306 437 560 115 4,100 1,444 6,657 △ 71 8,682

評価・換算差額等

純資産 

合計

その他 

有価証 

券評価 

差額金

繰延ヘッ

ジ損益

評価・換

算差額等

合計

平成17年12月31日 

残高(百万円)
7,001 ― 7,001 14,925

事業年度中の 

変動額

 新株の発行 19

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立 ―

 剰余金の配当 △ 280

 役員賞与の支給 △ 22

 当期純利益 1,096

 自己株式の取得 △ 53

 株主資本以外の 

 項目の事業年度 

 中の変動額 

 (純額)

△ 1,431 △ 51 △ 1,482 △ 1,482

事業年度中の 

変動額合計(百万円)
△ 1,431 △ 51 △ 1,482 △ 722

平成18年12月31日 

残高(百万円)
5,570 △ 51 5,519 14,202



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券
   満期保有目的の債券
    償却原価法(定額法)
   子会社株式及び関連会社株式
    移動平均法による原価法
   その他有価証券
    時価のあるもの
     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

    時価のないもの
     移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券
   満期保有目的の債券

同左
   子会社株式及び関連会社株式

同左
   その他有価証券
    時価のあるもの
       同左

 
 
 
 

   時価のないもの
同左

１ 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
  満期保有目的の債券

同左
  子会社株式及び関連会社株式

同左
  その他有価証券
   時価のあるもの
    期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は
全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法により算定)

   時価のないもの
同左

 (2) デリバティブ  
   時価法

 (2) デリバティブ
       同左

(2) デリバティブ  
       同左

 (3) 棚卸資産
   製品・商品及び仕掛品
    小売事業部門商品
     売価還元法による原価法
    その他
     月次移動平均法による原

価法
   原材料及び貯蔵品
    月次移動平均法による原価

法

 (3) 棚卸資産
   製品・商品及び仕掛品
    小売商品

同左
    その他

同左

   原材料及び貯蔵品
同左

(3) 棚卸資産
  製品・商品及び仕掛品
   小売商品

同左
   その他

同左

  原材料及び貯蔵品
同左

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
   定率法

但し、平成10年４月１日以降
取得した建物(建物附属設備
を除く)については定額法に
よっている。 
なお、主な耐用年数は次のと
おりである。

    建物 34年～39年

２ 固定資産の減価償却の方法
 (1) 有形固定資産
   定率法

ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物(建物附属設
備を除く)については定額法
によっている。 
なお、主な耐用年数は次のと
おりである。

     建物 34年～39年
(会計方針の変更)
法人税法の改正に伴い、当中
間会計期間より、平成19年４
月１日以後に取得した有形固
定資産について、改正後の法
人税法に基づく減価償却の方
法に変更している。 
当該変更に伴う損益に与える
影響は軽微である。

２ 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法
ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物(建物附属設
備を除く)については定額法
によっている。 
なお、主な耐用年数は次のと
おりである。

   建物 34年～39年

 (2) 無形固定資産 
   定額法

自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における見込利
用可能期間(５年)に基づく定
額法によっている。

３ 引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、
一般債権については、貸倒実
績率により計上しているほ
か、貸倒懸念債権等特定の債
権については、債権の回収可
能性を個別に検討し、回収不
能見込額を計上している。

 (2) 無形固定資産
   定額法

ただし、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内におけ
る見込利用可能期間(５年)に
基づく定額法によっている。

３ 引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金

同左

(2) 無形固定資産
同左 
  
  
  
 

３ 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

同左



前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

―――――――― 
 
 
 

――――――――
 
 
 

(2) 役員賞与引当金 
   役員の賞与の支給に備えるた 
   め、支給見込額を計上してい 
   る。

 (3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間会計期
間末において発生していると
認められる額を計上してい
る。 
過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(11年)によ
る定額法により、費用処理す
ることとしている。 
数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11年)
による定額法により、翌事業
年度から費用処理することと
している。

 (3) 退職給付引当金
       同左

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上している。 
過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(11年)によ
る定額法により、費用処理す
ることとしている。 
数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(11年)
による定額法により、翌期か
ら費用処理することとしてい
る。

 (4) 役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職慰労
金の支給に備えるため、内規
に基づく中間期末要支給額を
計上している。

 (4) 役員退職慰労引当金
同左

(4) 役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職慰労
金の支給に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上
している。

 (5) 土壌汚染処理損失引当金
当社が所有する土地のうち工
場跡地の一部について土壌汚
染が判明したことにより、土
壌汚染浄化処理の損失に備え
るため、支払見込額を計上し
ている。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決
算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益とし
て処理している。なお、為替予
約等の振当処理の対象となって
いる外貨建金銭債権債務につい
ては、当該為替予約等の円貨額
に換算している。

５ リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ている。

 (5) 土壌汚染処理損失引当金
同左
 
 
 
 
 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準

同左
 
 
 
 
 
 
 
５ リース取引の処理方法

同左

(5) 土壌汚染処理損失引当金
同左 
 
 
 
 
 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日
の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処
理している。なお、為替予約等
の振当処理の対象となっている
外貨建金銭債権債務について
は、当該為替予約等の円貨額に
換算している。

５ リース取引の処理方法
同左



前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

６ ヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によってい
る。なお、為替予約が付され
ている外貨建金銭債権債務等
については振当処理を行って
いる。

６ ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法

同左

６ ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 
 
 

外貨建債権債
務及び外貨建
予定取引

金利スワップ 借入金

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
    同左

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
   同左

 (3) ヘッジ方針 
   為替予約
    通常の取引の範囲内で、外

貨建営業債権債務に係る将
来の為替変動リスクを回避
する目的で包括的な為替予
約取引等を行っている。

   金利スワップ
    借入金の金利変動リスクを

回避する目的で行ってお
り、ヘッジ対象の識別は個
別契約ごとに行っている。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関
する重要な条件が同一であり
ヘッジ開始時及びその後も継
続して相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動を完全に相殺
するものと想定することが出
来るため、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が
同一であることを確認する事
により有効性の判定に代えて
いる。

７ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理
税抜き方式によっている。

 (3) ヘッジ方針
   為替予約

同左

   金利スワップ
同左

  
  
     

 (4) ヘッジ有効性評価の方法
同左
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    

７ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理
同左

(3) ヘッジ方針
  為替予約

同左

  金利スワップ
同左 
  
  
    

(4) ヘッジ有効性評価の方法
同左 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

７ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

 消費税等の会計処理
同左



次へ 

  
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
  至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
  至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
  至 平成18年12月31日)

 (固定資産の減損に係る会計基準) 
当中間会計期間から「固定資産の減
損に係る会計基準」(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年８
月９日))及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会 平成15年10月31日企業会
計基準適用指針第６号)を適用してい
る。  
これにより税引前中間純利益は、978
百万円減少している。  
なお、減損損失累計額については、
改正後の中間財務諸表等規則に基づ
き当該各資産の金額から直接控除し
ている。 
 
(貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準) 
当中間会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17年
12月９日 企業会計基準第５号)及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」(企業
会計基準委員会 平成17年12月９日
企業会計基準適用指針第８号)を適用
している。  
従来の「資本の部」の合計に相当す
る金額は14,446百万円である。  
なお、中間財務諸表等規則の改正に
より、当中間会計期間における中間
財務諸表は、改正後の中間財務諸表
等規則により作成している。
     
    ――――――――

         ――――――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
     ―――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

――――――――

(固定資産の減損に係る会計基準) 
当事業年度から「固定資産の減損に
係る会計基準」（「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年８月
９日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会計
基準委員会 平成15年10月31日 企
業会計基準適用指針第６号）を適用
している。 
これにより税引前当期純利益は950百
万円減少している。 
なお、減損損失累計額については、
改正後の財務諸表等規則に基づき当
該各資産の金額から直接控除してい
る。 
 
(貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準) 
当事業年度から「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準第５号）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準適用指針第８号）
を適用している。 
従来の「資本の部」の合計に相当す
る金額は14,253百万円である。 
なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における財務諸表に
ついては、改正後の財務諸表等規則
により作成している。 
 
(役員賞与に関する会計基準) 
当事業年度から「役員賞与に関する
会計基準」（企業会計基準委員会 
平成17年11月29日 企業会計基準第
４号）を適用している。この結果、
従来の方法に比べて、営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益は、そ
れぞれ22百万円減少している。

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
  至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
  至 平成19年６月30日)

(中間貸借対照表) 
固定負債の「預り保証金・敷金」に含めていた１年以内
返済予定預り保証金は、当中間会計期間より流動負債の
「その他」に含めて表示している。なお、当中間会計期
間末の流動負債の「その他」に含まれる１年以内返済予
定預り保証金は1,731百万円、前中間会計期間末の固定
負債の「預り保証金・敷金」に含まれる１年以内返済予
定預り保証金は617百万円である。

                   ―――――――― 
 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末 
(平成18年12月31日)

 

※１ 有形固定資 
産の減価償 
却累計額

21,208百万円

※２ 担保資産及び担保付債務
   このうち、工場財団を組成す

る有形固定資産８百万円(建
物７百万円、土地１百万円)
並びにその他建物13,370百万
円、土地75百万円、投資有価
証券1,806百万円を短期借入
金1,152百万円、長期借入金
5,153百万円(うち、１年以内
返済予定長期借入金350百万
円)、及び預り保証金・敷金
14,568百万円(うち、その他
流動負債1,722百万円)の担保
に供している。

 

※１ 有形固定資
産の減価償 
却累計額

22,402百万円

※２ 担保資産及び担保付債務
   このうち、工場財団を組成す

る有形固定資産７百万円(建
物６百万円、土地１百万円)
並びにその他建物12,723百万
円、土地52百万円、投資有価
証券1,700百万円を短期借入
金1,060百万円、長期借入金
4,803百万円(うち、１年以内
返済予定長期借入金402百万
円)、及び預り保証金・敷金
12,508百万円(うち、その他
流動負債933百万円)の担保に
供している。

 

※１ 有形固定資 
産の減価償 
却累計額

21,832百万円

※２ 担保資産及び担保付債務
  このうち、工場財団を組成す

る有形固定資産８百万円(建
物７百万円、土地１百万円)
並びにその他建物13,199百万
円、土地75百万円、投資有価
証券1,568百万円を短期借入
金1,139百万円、長期借入金
5,004百万円(うち、１年以内
返済予定長期借入金402百万
円)、及び預り保証金・敷金
13,013百万円(うち、その他
流動負債933百万円)の担保に
供している。

 

 ３ 保証債務
借入保証
カフラス㈱ 75百万円
従業員10名 8百万円

 ３ 保証債務
借入保証
日本機械工業㈱ 200百万円
カフラス㈱ 75百万円
従業員７名 4百万円 

３ 保証債務
借入保証
カフラス㈱ 75百万円
従業員９名 6百万円

 ４ 受取手形割引高 10百万円  ４ 受取手形割引高  10百万円  ４ 受取手形割引高 10百万円

―――――――― ※５ 中間会計期間末日満期手形の
処理 
中間会計期間末日満期手形の
会計処理は、手形交換日をも
って決済処理している。 
なお、中間会計期間末日が金
融機関の休日であったため、
次の中間会計期間末日満期手
形が、中間会計期間末残高に
含まれている。

     受取手形    58百万円
     支払手形    0百万円

 

※５ 期末日満期手形の処理 
期末日満期手形の会計処理
は、手形交換日をもって決済
処理している。 
なお、当期末日が金融機関の
休日であったため、次の期末
日満期手形が、期末残高に含
まれている。

    受取手形 76百万円

    支払手形 0百万円

※６ 消費税等の取扱い 
   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の
「その他」に含めて表示して
いる。

※６ 消費税等の取扱い 
同左

       ――――――――

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 特別利益の主要項目

   固定資産売却益

    土地     1,632百万円

         ――――――――

      

※１ 特別利益の主要項目

   固定資産売却益     

    土地     1,714百万円

※２ 特別損失の主要項目
   固定資産処分損

建物 16百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 1百万円

工具器具備品 2百万円

解体費等 43百万円

計 63百万円

         ―――――――― ※２ 特別損失の主要項目
  固定資産処分損

建物 31百万円

構築物 3百万円

機械及び装置 1百万円

工具器具備品 4百万円

解体費等 53百万円

計 93百万円



 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
 至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

減損損失
当中間会計期間において、当
社は以下の資産又は資産グル
ープについて減損損失を計上
した。

用途 場所 種類
金額 

(百万円)

繊維 

事業 

資産

東京都 

中央区 

(１件)

リース 

資産
1

サービ

ス事業 

資産

茨城県 

取手市 

他 

(８件)

建物等 569

遊休 

資産

埼玉県 

さいた 

ま市 

見沼区

他 

(２件)

土地及 

び建物 

等

441

(資産のグルーピングの方法)
主に管理会計上の区分を基
に、他の資産又は資産グルー
プから概ね独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す最小の
単位にてグルーピングをして
いる。
(減損損失の認識に至った経
緯)
事業用資産については、収益
力の低下により、遊休資産に
ついては、地価が著しく下落
したこと、及び将来の用途が
未確定であることにより、減
損損失を認識している。 
なお、サービス事業資産にお
ける減損損失の種類ごとの内
訳は、建物457百万円、その
他有形固定資産86百万円、無
形固定資産７百万円、リース
資産17百万円である。また、
遊休資産における減損損失の
種類ごとの内訳は、建物45百
万円、土地382百万円、その
他有形固定資産９百万円、無
形固定資産４百万円である。 
 
 
 
(回収可能価額の算定方法等)
回収可能価額は、正味売却価
額、あるいは使用価値により
測定している。  
正味売却価額は、重要性が高
いものについては不動産鑑定
評価額、それ以外のものは固
定資産税評価額等を基に算定
している。  
使用価値は、将来キャッシ
ュ・フローを3.0％で割り引
いて算定している。

 
 

     ――――――――
        

 
  
  
 
 

 

減損損失
当事業年度において、当社は
以下の資産又は資産グループ
について減損損失を計上し
た。

用途 場所 種類
金額 

(百万円)

繊維 

事業 

資産

東京都 

中央区 

(１件)

リース 

資産
1

サービ

ス事業 

資産

茨城県 

取手市 

他 

(８件)

建物等 573

遊休 

資産

埼玉県 

さいた 

ま市 

見沼区

他 

(２件)

土地及 

び建物 

等

441

(資産のグルーピングの方法)
主に管理会計上の区分を基
に、他の資産又は資産グルー
プから概ね独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す最小の
単位にてグルーピングをして
いる。
(減損損失の認識に至った経
緯) 
事業用資産については、収益
力の低下により、遊休資産に
ついては、地価が著しく下落
したこと、及び将来の用途が
未確定であることにより、減
損損失を認識している。  
なお、サービス事業資産にお
ける減損損失の種類ごとの内
訳は、建物457百万円、構築
物45百万円、車両及び運搬具
０百万円、工具・器具及び備
品44百万円、無形固定資産７
百万円、リース資産17百万円
である。また、遊休資産にお
ける減損損失の種類ごとの内
訳は、建物45百万円、構築物
８百万円、工具・器具及び備
品１百万円、土地382百万
円、無形固定資産４百万円で
ある。
(回収可能価額の算定方法等)
回収可能価額は、正味売却価
額、あるいは使用価値により
測定している。  
正味売却価額は、重要性が高
いものについては不動産鑑定
評価額、それ以外のものは固
定資産税評価額等を基に算定
している。  
使用価値は、将来キャッシ
ュ・フローを3.0％で割り引
いて算定している。



前へ   次へ 

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

単元未満株式の買取りによる増加 448株 

  

当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

単元未満株式の買取りによる増加 1,182株 

  

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  １ 自己株式に関する事項 

  

 
  (変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

取締役会決議に基づく東京証券取引所の終値取引による買付けによる増加 30,000株 

単元未満株式の買取りによる増加                     899株 

  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 ３ 減価償却実施額
   有形固定資産   674百万円
   無形固定資産    5百万円

 ３ 減価償却実施額
   有形固定資産   638百万円
   無形固定資産    5百万円

３ 減価償却実施額
  有形固定資産   1,383百万円
  無形固定資産   11百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 22,568 448 ― 23,016

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 53,467 1,182 ― 54,649

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 22,568 30,899 ― 53,467



(リース取引関係) 

  

 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額

減価 

償却 

累計額 

相当額

減損 

損失 

累計額 

相当額

中間 

期末 

残高 

相当額

百万円 百万円 百万円 百万円

車両 
及び 
運搬具

67 23 0 43

工具 
器具 
備品

312 171 19 122

その他 180 64 ― 115

合計 560 259 19 281

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額

減価 

償却 

累計額

相当額

減損 

損失 

累計額

相当額

中間 

期末 

残高 

相当額

百万円 百万円 百万円 百万円

車両 
及び 
運搬具

67 28 ― 39

工具 
器具 
備品

220 114 10 94

その他 155 67 3 84

合計 444 210 14 219

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額

取得
価額 
相当額

減価 
償却 

累計額 
相当額

減損 
損失 
累計額 
相当額

期末 
残高 

相当額

百万円 百万円 百万円 百万円

車両
及び 
運搬具

64 24 0 39

工具
器具 
備品

227 110 16 101

その他 172 68 2 100

合計 464 203 19 241

  なお、取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形
固定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子
込み法により算定している。

同左  なお、取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法に
より算定している。

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額等 
 

    未経過リース料中間期末残高
 

１年内 95百万円

１年超 197百万円

合計 292百万円
リース資産 
減損勘定 
中間期末 
残高

11百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

   未経過リース料中間期末残高
   相当額

１年内 82百万円

１年超 146百万円

合計 229百万円
リース資産
減損勘定 
中間期末 
残高

10百万円
 

２  未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残
高

 未経過リース料期末残高相当 
    額

１年内 85百万円

１年超 164百万円

合計    249百万円
リース資産
減損勘定 
期末残高

8百万円

  なお、未経過リース料中間期末
残高相当額は、未経過リース料
中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法によ
り算定している。

同左  なお、未経過リース料期末残高
相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定してい
る。

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失
支払リース料 57百万円
リース資産 
減損勘定の 
取崩額

8百万円

減価償却費 
相当額

49百万円

減損損失 19百万円

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失
支払リース料 47百万円
リース資産
減損勘定の 
取崩額

1百万円

減価償却費
相当額

45百万円

減損損失 2百万円

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失
支払リース料 108百万円
リース資産
減損勘定の 
取崩額

11百万円

減価償却費
相当額

97百万円

減損損失 19百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ
ている。

４ 減価償却費相当額の算定方法
同左

４ 減価償却費相当額の算定方法
同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年６月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は保有していない。 

  

当中間会計期間末(平成19年６月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は保有していない。 

  

前事業年度末(平成18年12月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は保有していない。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 410円49銭 418円96銭 404円89銭

１株当たり中間(当期) 
純利益

22円63銭  17円07銭 31円23銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期) 
純利益金額

22円57銭 17円03銭 31円15銭

(追加情報)
当中間会計期間から、改正
後の「１株当たり当期純利
益に関する会計基準」(企
業会計基準委員会 最終改
正平成18年１月31日 企業
会計基準第２号)及び「１
株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 最
終改正平成18年１月31日
企業会計基準適用指針第４
号)を適用している。  
これによる影響は軽微であ
る。

  前中間会計期間末 
  (平成18年６月30日)

当中間会計期間末
 (平成19年６月30日)

前事業年度末 
 (平成18年12月31日)

純資産の部の合計額
(百万円)

14,406 14,707 14,202

普通株式に係る純資産
額(百万円)

14,406 14,707 14,202

差額の主な内訳 
(百万円)

― ― ―

普通株式の発行済株式
数(株)

35,118,000 35,158,000 35,130,000

普通株式の自己株式数
(株)

23,016 54,649 53,467

１株当たり純資産の算
定に用いられた普通株
式の数(株)

35,094,984 35,103,351 35,076,533



前へ 

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のと

おりである。 

   
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

794 599 1,096

普通株式に係る中間 
(当期)純利益 
(百万円)

794 599 1,096

普通株主に帰属しない
金額(百万円)

― ― ―

普通株式の期中平均株
式数(株)

35,086,622 35,091,496 35,092,118

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益
の算定に用いられた普
通株式増加数の主要な
内訳(株)

  新株予約権 99,531 71,514 89,798

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

― ― ―

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

―――――――― ――――――――        ――――――――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第98期)

自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日

平成19年３月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  
 

片 倉 工 業 株 式 会 社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている片倉工業株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、片倉工業株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会

計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号)を適用している。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

  

平成18年９月15日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤  孝  男  ㊞

指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  安  藤    武    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  
 

片 倉 工 業 株 式 会 社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている片倉工業株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、片倉工業株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

  

平成19年９月14日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤  孝  男  ㊞

指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  安  藤    武    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  
 

片 倉 工 業 株 式 会 社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている片倉工業株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第98期事業年度の中間会計期間

(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、片倉工業株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

  

平成18年９月15日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤  孝  男  ㊞

指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  安  藤    武    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  
 

片 倉 工 業 株 式 会 社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている片倉工業株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第99期事業年度の中間会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、片倉工業株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

  

平成19年９月14日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤  孝  男  ㊞

指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  安  藤    武    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。
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